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令和６年度公共事業再評価調書 担当課名　

22

24 工事着手年度 24

(1)事業目的

(2)事業内容
17,401 ｍ

2,720 ｍ

8 基

(1)事業を巡る社会経済情勢等の変化

(2)事業の投資効果
　○費用便益分析結果 （令和 6 年度時点）

・総便益（B） 12.6 億円

・総費用（C） 5.2 億円

　○見込まれる効果（定性的な効果）

(3)事業の進捗状況 （令和 6 年度見込み）
進捗率

67.3% （ 526 百万円 ／ 782 百万円 ）

28.7% （ 5,000 ｍ ／ 17,401 ｍ ）

0.0% （ 0 基 ／ 8 基 ）

45.2% （ 1,230 ｍ ／ 2,720 ｍ ）

68.8% （ 2,200 ㎡ ／ 3,200 ㎡ ）

評価

評価

(1)対応方針（案）

本事業を 【 】 する。

(2)理由

資料2(様式１)

番号 31

事　業　名 地すべり対策事業 事業主体 静岡県

砂防課

再評価理由※ 再評価実施(H31)後５年が経過

箇　所　名 上西之谷
か み に し の や

関係市町 掛川市

事業採択年度 平成 年度 計画期間 平成22年度　～　令和11年度

用地着手年度 平成 年度 平成 年度

全体事業費
百万円 投資状況

（百万円）

～R4年度 R5年度 計

782 420 21 85 526

R6年度見込

【視点２】

　事業進捗率は、67.3%（事業費ベース）であり、一部地権者の特定に不測の時間を要しているが、事業進
捗に大きな支障はなく早期の工事完了に向けて進捗している。
　地元住民からの期待も大きいことから、事業を計画的に推進し、令和11年度完了を目指す。

【視点３】 現在、当地区の地すべり変動観測を進めており、今後の詳細な設計の中で、施設の配置計画を見直し、コス
ト縮減に努める。

新たなコスト
縮減・代替案

立案等
の可能性

今後の
事業の進捗
の見込み

対応方針
(案)

継続が妥当

継続

　事業は順調に推移しており、費用対効果も認められることから、事業を継続して整備の推進を図る。

参考:B/C（i=1%） EIRR

2.4 4.4 6.2 7.9%

事業概要

事業の
必要性

事業費

横ボーリング

集水井

用地取得

区　分

【視点１】

・近年、激甚災害が頻発化し、県内でも甚大な土砂災害が発生しており、掛川市においても令和２年度から
これまでに35件の土砂災害が発生するなど、事業に対する地元の期待も大きい。
・被害想定区域を含む地区住民にアンケートを実施したところ、回答者12世帯中12世帯が「事業を継続する
必要を感じる」と回答しており、事業に対する地元住民からの要望も強い。

　上西之谷地区は、掛川市北部の上西之谷に位置する地すべり防止区域であり、保全対象に人家28戸、二級
河川西之谷川や市道がある。台風や集中豪雨により、平成19年に地すべり滑動が生じたことから、地すべり
防止施設を整備する。
　また、令和４年の台風により、事業実施箇所の隣接地に新たな地すべり変状が確認されたことから、地す
べり防止区域を拡大し、一体的な地すべり防止対策を実施し、住民の安全・安心な生活基盤の確保を図る。

継続が妥当

（被害額：68.8億円）

（建設費：4.92億円、維持管理費：0.29億円）

　・地区の安全性の向上
　・道路寸断や河川埋塞の軽減

内　訳

B/C（i=4%）

事業量

水路工

横ボーリング：

水路工：

集水井工：

参考:B/C（i=2%）



総括表

 総費用Ｃ 522百万円

Ｂ／Ｃ 2.41

総便益

総費用

　総費用
　　Ｃ＝　∑各年事業建設費／（1＋0.04）n＋Σ年間維持管理費／（1＋0.04）n
　　　＝　492百万円　＋　29百万円
　　　＝　522百万円

○地すべり対策事業の有無による被害額の差分
　　年平均被害軽減期待額を社会的割引率4％、評価対象期間68年（整備期間18年＋50年）とし、
　　現在価値化する。

○施設等の残存価値
　　評価期間末における施設等の残存価値を社会的割引率4％で現在価値化する。

　総便益
　　Ｂ　＝　地すべり発生時点における被害額に対して、施設整備後の被害額を引いた「被害軽減額」
　　　　＝　6,880百万円　-　5,620百万円
　　　　＝　1,260百万円

○事業建設費
　　各年の事業建設費を社会的割引率4％で現在価値化する。

○評価期間内に必要な維持管理費
　　近傍の同規模施設に合わせて3百万/年間で設定
　　評価対象期間：50年

[建設費]＋[評価期間内に必要な維持管理費]

費用便益比算出説明書

　上西之谷
　　　　　　　　　　　　　（　「地すべり対策事業の費用便益分析マニュアル（案）」国土交通省水管理・国土保全局砂防部）

 総便益Ｂ [事業を実施しない場合の被害額]－[事業を実施した場合の被害額] 1,260百万円
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